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山口市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、別に定めがあるもののほか、山口市が行う介護保険法（ 平成９ 

年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予

防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、法、 

介護保険法施行規則（ 平成１１年厚生省令第３６号）、介護予防・日常生活支援総

合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（ 平成２７年厚生労働省告示第１９

６号） 及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第0609001号厚生労働省

老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙。以下「通知」という。） の例

による。 

（事業の目的） 

第３条 総合事業は、次に掲げることを目的に行う。 

（１）高齢者が要支援・要介護状態になることをできるだけ予防するとともに、高齢者

自身の力を活かした自立に向けた支援を行う。 

（２）高齢者が住み慣れた地域で、生き生きと暮らしていくことができるよう、多様で

柔軟な生活支援が受けられる地域づくりを行う。 

（事業の内容） 

第４条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業又はサービスを実施する。 

２ 各号の事業又はサービスの内容、対象者等は別表第１に定めるとおりとする。 

（１）介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

（ア）訪問介護相当サービス 

 （イ）指定事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－①） 

 （ウ）一般事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－②） 

 （エ）たすけあいの生活支援サービス（訪問型サービスＢ） 

（オ）短期集中訪問型サービス（訪問型サービスＣ） 

  ａ 通所型サービスＣと併用する場合 

  ｂ 訪問型サービスＣのみの場合 

イ 通所型サービス（ 第１号通所事業） 

（ア）通所介護相当サービス 

 （イ）体と脳の機能アップ教室（通所型サービスＡ－①） 

 （ウ）足腰機能アップ教室（通所型サービスＡ－②） 

 （エ）運動機能アップ教室（通所型サービスＡ－③） 

 （オ）元気いきいきひろば設置運営事業（通所型サービスＢ） 

（カ）短期集中通所型サービス（通所型サービスＣ） 

ウ その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業） 

（ア）配食見守り支援サービス 
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（イ）栄養改善配食サービス 

エ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（２） 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（実施方法） 

第５条 市長は、前条に掲げる事業を通知別記１の（１）ア（エ）の①（ａ）市町村の

直接実施、（ｂ）市町村が省令第１４０条の６９に定める基準に適合する者に対して

委託して実施、（ｃ）指定事業者（法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事

業者をいう。以下同じ。）による実施、（ｄ）補助（助成）の方法による実施（一般

介護予防事業にあっては、同（エ）（ａ）、（ｂ）又は（ｄ）に限る。）のいずれか

により行うものとする。 

（事業者の指定） 

第６条 前条に掲げる実施方法のうち、通知別記１の（１）ア（エ）の①（ｃ）指定事

業者による実施のときの事業者の指定に関し必要な事項は、別に定める。 

（実施の基準） 

第７条 介護予防・生活支援サービス事業を実施する事業者は、市長が定める基準に従

い事業を行うものとする。 

２ 前項に規定する基準については、別に定める。 

（介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額） 

第８条 介護予防・生活支援サービス事業に要する費用の額は、別に定める。 

（第１号事業支給費に係る審査及び支払） 

第９条 市長は、第１号事業支給費に係る審査及び支払に関する事務を、法第１１５条

の４５の３第６項の規定により山口県国民健康保険団体連合会に委託して行うこと

ができる。 

（第１号事業支給費に係る支給限度額） 

第１０条 事業対象者の第１号事業支給費の支給限度額は、要支援１の介護予防サービ

ス費等区分支給限度基準額の100分の90に相当する額を超えることができない。 

２ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者

等（以下「一定以上の所得者」という。）に係る第１号事業支給費について前項の規

定を適用する場合においては、前項中「100分の90」とあるのは「100分の80」とし、

同条第２項の規定を適用する場合においては、同号中「100分の90」とあるのは「100

分の70」とする。 

３ 支給限度額を算定する事業は、別表第２に定める事業に限る。 

４ 総合事業の利用者（以下「利用者」という。）が法第５２条に規定する予防給付を

利用している場合は、総合事業及び予防給付の限度額を一体的に算定するものとする。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第１１条 市長は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービ
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ス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」という。）を行う。 

２ 高額介護予防サービス費等相当事業の利用者負担段階及び負担限度額等について

は、法第６１条及び法第６１条の２に定める規定を準用する。 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第１２条 市長は、災害その他特別な事情があることにより必要な費用を負担すること 

が困難であると認めるときは、居宅要支援被保険者等の申請により、第１号事業支給

費の額の特例を決定することができる。 

２ 法第６０条に規定する介護保険給付の額の特例を受けている居宅要支援被保険者

は、第１号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

（保険料滞納者に係る第１号事業支給費の支払い方法の変更） 

第１３条 市長は、保険料を滞納している利用者が、当該保険料の納期限から１年を経

過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、特別の事情があると認め

る場合を除き、法第１１５条の４５の３第３項の規定は、適用しないことができる。 

（第１号事業費の一時差止） 

第１４条 市長は、保険料を滞納している利用者が、当該保険料の納期限から１年６月

が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、特別の事情があると

認める場合を除き、第１号事業支給費の全部又は一部を一時差し止めるものとする。 

（第１号事業支給費の支給制限） 

第１５条 市長は、利用者について保険料徴収消滅期間があるときは、法第６９条の例

により、第１号支給事業費の支給を制限することができる。 

２ 市長は、利用者が法第６９条に規定する給付額減額等の記載を受けているときは、

当該記載を受けた日の属する月の初日から当該給付額の減額期間が経過するまでの

間に利用した指定第１号事業に係る第１号事業支給費の支給額は、第１号事業支給費

の額に１００分の７０を乗じて得た額とし、法第５９の２第２項の規定により読み替

えて適用する場合においては、１００分の６０を乗じて得た額とする。 

（利用料等） 

第１６条 総合事業の利用者は、別表第３に定める利用料を負担しなければならない。 

２ 総合事業の実施の際に、食費や原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利用

者の負担とする。 

３ 第１項の利用料及び前項の実費は、利用者が総合事業を実施する事業所に直接納付

するものとする。 

（指導及び監査） 

第１７条 総合事業の適切かつ有効な実施のため、第４条第２項第１号に規定する介護

予防・生活支援サービス事業を実施する者に対して、指導及び監査を行うものとする。  

２ 指導及び監査は、介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者等の指導について（老

発０３３１第８号厚生労働省老健局長通知）によるもののほか、市長が別に定める。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 
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附 則 

１ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

２ 市長は、この要綱の施行前においても、介護予防・日常生活支援総合事業における指

定事業者の指定等に関し必要な業務を行うことができる。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成２９年１月５日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成２９年２月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年１１月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、令和６年１２月２０日から施行する。 
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別表第１（第４条） 

事業構成 事業名 事業内容 対象者 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
（
第
１
号
訪
問
事
業
） 

訪問介護相当

サービス 

指定事業者により実施する旧

介護予防訪問介護に相当する

サービス 

要支援者及び基本チェック

リストによる介護予防・生活

支援サービス事業対象者（以

下「事業対象者」という。）

のうち特に市長が認める者 

指定事業者訪

問型サービス

（訪問型サー

ビスＡ－①） 

指定事業者により実施する直

接的な身体介護を伴わない生

活支援サービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、介護予防ケアマネジ

メントの結果、認知症、精神

疾患等により専門的な支援が

必要である者 

一般事業者訪

問型サービス

（訪問型サー

ビスＡ－②） 

買い物、掃除等の簡易な生活

支援サービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、介護予防ケアマネジ

メントの結果、運動器機能の

低下等により生活支援が必要

である者 

たすけあいの

生活支援サー

ビス(訪問型

サービスＢ) 

ごみ出し、買い物代行、布団

干し等住民が主体となって行

う生活支援サービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、介護予防ケアマネジ

メントの結果、単発的に簡易

な生活支援が必要である者 

短
期
集
中
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
） 

通 所 型

サ ー ビ

ス Ｃ と

併 用 す

る場合 

原則として実施期間３ヶ月、

３回を限度として、通所型サ

ービスＣの機能回復訓練と組

み合わせ、医療・看護、リハ

ビリテーション専門職等が訪

問により個別プログラムを作

成し、生活環境調整を行うサ

ービス 

要支援者及び事業対象者であ

って、介護予防ケアマネジメ

ントの結果、身体機能低下が

著しく進む可能性が高く、集

中的に専門職が関わることに

より改善が見込める者 

訪 問 型

サ ー ビ

ス Ｃ の

み の 場

合 

原則３ヶ月を実施期間とし、

医療・看護、リハビリテーシ

ョン専門職等が日常生活に支

障のある生活行為を改善する

ための個別プログラムを作成

し、居宅において機能回復訓

練等を提供するサービス 

要支援者及び事業対象者であ

って、介護予防ケアマネジメ

ントの結果、身体機能低下が

著しく進む可能性が高く、集

中的に専門職が関わることに

より改善が見込める者 



6 

 

事業構成 事業名 事業内容 対象者 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス
（
第
１
号
通
所
事
業
） 

通所介護相当

サービス 

指定事業者により実施する旧

介護予防通所介護に相当する

サービス 

要支援者及び事業対象者の

うち特に市長が認める者 

体と脳の機能

ア ッ プ 教 室

（通所型サー

ビスＡ－①） 

利用時間が３時間以上であっ

て、指定事業者により実施す

る運動機能向上、認知症予防、

口腔ケア等のプログラムを個

別プランに沿って提供するサ

ービス 

要支援者及び事業対象者であ

って、介護予防ケアマネジメ

ントの結果、認知面の低下、

うつ、閉じこもり、運動機能

の低下等により、直接的な身

体介護は要しないが、専門的

な見守り等の生活支援が必要

である者 

足腰機能アッ

プ教室（通所

型サービスＡ

－②） 

利用時間９０分以上（１時間

以上の運動器向上プログラム

を実施）であって、指定事業

者により実施するリハビリに

特化した運動機能向上プログ

ラムを提供するサービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、介護予防ケアマネジ

メントの結果、心身機能の低

下がみられる者 

運動機能アッ

プ教室（通所

型サービスＡ

－③） 

利用時間９０分以上（１時間

以上の運動器向上プログラム

を実施）、運動器機能向上プ

ログラム（リハビリ特化型）

を提供するサービス 

要支援者及び基本チェック

リストにより、廃用性や運動

機能の低下があり、専門的な

運動器の機能向上プログラム

を利用することで回復が見込

める、または維持が図れる６

５歳以上の者 

元気いきいき

ひろば設置運

営事業(通所

型サービス

Ｂ) 

運営者へ運営費の補助するこ

とにより、高齢者の生きがい

や介護予防に資する活動（１

５分～１時間の体操等の運動

を実施）を行い、地域住民が

相互に交流する機会を提供す

るサービス 

 

要支援者及び事業対象者 

上記のほか要介護者及び一般

介護予防事業対象者の参加も

可能 
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事業構成 事業名 事業内容 対象者 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス 

 
 

（
第
１
号
通
所
事
業
） 

短期集中通所

型 サ ー ビ ス

（通所型サー

ビスＣ） 

原則３ヶ月を実施期間とし、

医療・看護、リハビリテーシ

ョン専門職等が日常生活に支

障のある生活行為を改善する

ための個別プログラムを作成

し、通所介護事業所において

機能回復訓練等を提供するサ

ービス 

要支援者及び事業対象者であ

って、介護予防ケアマネジメ

ントの結果、身体機能低下が

著しく進む可能性が高く、集

中的に専門職が関わることに

より改善が見込める者 

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業 

そ
の
他
の
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス 

（
第
１
号
生
活
支
援
事
業
） 

配食見守り支

援サービス 

バランスのとれた食事（治療

食へも対応）を定期的に居宅

へ配達し、併せて安否確認を

行うサービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、調理等が困難な者 

栄養改善配食

サービス 

管理栄養士による低栄養状態

を改善するための指導、支援

とともに、定期的に栄養のバ

ランスのとれた食事を定期的

に居宅へ配達するサービス 

要支援者及び事業対象者で

あって、低栄養状態となるお

それのある又は低栄養状態に

ある者 

介護予防ケアマネジ

メント（第１号介護予

防支援事業） 

介護予防・生活支援を目的と

して、対象者の心身の状況、

その置かれている環境その他

の状況に応じて、その選択に

基づき、適切なサービスが包

括的かつ効率的に提供される

よう必要な援助を行う 

 

要支援者及び事業対象者 

一
般
介
護
予
防
事
業 

介護予防把握事業 地域の実情に応じて収集した

情報等の活用により、閉じこ

もり等なんらかの支援を必要

とする者を把握し、介護予防

へつなげる。 

 

６５歳以上の被保険者及びそ

の支援に関わる者 

介護予防普及啓発事

業 

介護予防の普及啓発に資する

講座の開催や、介護予防の基

本的知識を普及啓発するため

のパンフレットの作成及び配

布を行う。 

 

 

６５歳以上の被保険者及びそ

の支援に関わる者 
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事業

構成 
事業名 事業内容 対象者 

一
般
介
護
予
防
事
業 

地域介護予防活動支

援事業 

高齢者のボランティア活動、

自主グループ、地域における

住民主体の介護予防活動の育

成及び支援を行う 

６５歳以上の被保険者及びそ

の支援に関わる者 

地域リハビリテーシ

ョン活動支援事業 

地域における介護予防の取り

組みを機能強化するために、

通所、訪問、地域ケア会議、

サービス担当者会議、住民主

体の介護予防活動の場等への

リハビリテーション専門職等

を派遣し支援する。 

６５歳以上の被保険者及びそ

の支援に関わる者 

 

別表第２（第１０条） 

訪問型サービス 

（第１号訪問事業） 
訪問介護相当サービス 

指定事業者訪問型サービス（訪問型サービスＡ－①） 

通所型サービス 

（第１号通所事業） 
通所介護相当サービス 

体と脳の機能アップ教室（通所型サービスＡ－①） 

足腰機能アップ教室（通所型サービスＡ－②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

別表第３（第１６条） 

事業名 利用料 

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス 

（
第
１
号
訪
問
事
業
） 

訪問介護相当サービス サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

指定事業者訪問型サービス（訪問型

サービスＡ－①） 

サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

一般事業者訪問型サービス（訪問型

サービスＡ－②） 

サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

たすけあいの生活支援サービス(訪

問型サービスＢ) 

実費相当額 

別途補助金交付要綱にて定める 

短期集中訪問型

サービス（訪問

型サービスＣ） 

 

通所型サービス

Ｃと併用する場

合 

短期集中通所型サービス（通所型サービス

Ｃ）に含む 

訪問型サービス

Ｃのみの場合 
300円（１回につき） 

通
所
型
サ
ー
ビ
ス
（
第
１
号
通
所
事
業
） 

通所介護相当サービス サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

体と脳の機能アップ教室（通所型サ

ービスＡ－①） 

サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

足腰機能アップ教室（通所型サービ

スＡ－②） 

サービス費用の１割（ただし、一定以上の

所得者にあっては２割又は、３割とする） 

運動機能アップ教室（通所型サービ

スＡ－③） 
300円（１回につき） 

元気いきいきひろば設置運営事業

(通所型サービスＢ) 

実費相当額 

別途補助金交付要綱にて定める 

短期集中通所型サービス（通所型サ

ービスＣ） 
300円（１回につき） 

そ
の
他
の
生
活
支

援
サ
ー
ビ
ス
（
第
１

号
生
活
支
援
事
業
） 

配食見守り支援サービス 別途事業実施要綱にて定める 

栄養改善配食サービス 別途事業実施要綱にて定める 

 


